
（別表１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

（平成２８年１０月１日作成）

No.1

法 令 名 食品衛生法

根 拠 条 項 第２５条第１項

許 認 可 等 食品・添加物の検査

の 種 類

第十一条 厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議会の意見を聴い

法令の定め て、販売の用に供する食品若しくは添加物の製造、加工、使用、調理若しくは保存の

方法につき基準を定め、又は販売の用に供する食品若しくは添加物の成分につき規格

を定めることができる。

第二十五条 第十一条第一項の規定により規格が定められた食品若しくは添加物又は第

十八条第一項の規定により規格が定められた器具若しくは容器包装であつて政令で定

めるものは、政令で定める区分に従い厚生労働大臣若しくは都道府県知事又は登録検

査機関の行う検査を受け、これに合格したものとして厚生労働省令で定める表示が付

されたものでなければ、販売し、販売の用に供するために陳列し、又は営業上使用し

てはならない。

食品衛生法施行令

第四条 法第二十五条第一項の政令で定める添加物はタール色素とし、その検査を行う

者は登録検査機関とする。

２ 法第二十五条第一項の規定により検査を受けようとする者は、厚生労働省令で定

めるところにより、厚生労働大臣若しくは都道府県知事又は登録検査機関に申請書

を提出しなければならない。

３ 厚生労働大臣若しくは都道府県知事又は登録検査機関は、前項の申請書を受理し

たときは、厚生労働省令で定めるところにより、試験品を採取するものとする。

４ 厚生労働大臣若しくは都道府県知事又は登録検査機関は、前項の規定により採取

した試験品について厚生労働大臣の定めるところにより検査を行い、これが厚生労

働大臣の定める基準に適合しているときは検査に合格したものとし、法第二十五条

第一項の厚生労働省令で定める表示を付するものとする。

食品衛生法施行規則

第二十四条 法第二十五条第一項の検査の申請は、ロツトを形成する製品ごとに、次に

掲げる事項を記載した申請書を提出することによつて行うものとする。

一 申請者の氏名及び住所（法人の場合は、その名称、所在地及び代表者の氏名）

二 製品の名称

三 製造所の名称及び所在地



四 食品衛生管理者の氏名

五 製造年月日

六 申請数量

七 小分け容器の内容量別個数

八 製造者において検査を行つた場合は、その成績

第二十五条 食品衛生法施行令（昭和二十八年政令第二百二十九号。以下「令」とい

う。）第四条第三項の規定による試験品の採取は、ロツトを形成する製品ごとに行う

ものとし、その採取量は、検査に必要な最小限度の分量とする。

第二十六条 法第二十五条第一項の厚生労働省令で定める表示は、様式第一号による合

格証をもつて製品の容器包装に封を施したものとする。

審 査 基 準 法令の定めによる

標準処理期間 総 期 間 日・月（注：休日は含まない。）

経由機関 日・月（ ）

協議機関 日・月（ ）

処分機関 日・月（ ）

処分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課 （電話番号：011-204-5261）

申 請 先 等 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課食品安全グループ （電話番号：011-204-5261）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-1.htm



（別表１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

（平成２８年１０月１日作成）

No.2

法 令 名 食品衛生法

根 拠 条 項 第２６条第１項

許 認 可 等 検査命令に係る製品検査

の 種 類

第六条 次に掲げる食品又は添加物は、これを販売し（不特定又は多数の者に授与する

法令の定め 販売以外の場合を含む。以下同じ。）、又は販売の用に供するために、採取し、製造

し、輸入し、加工し、使用し、調理し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない。

一 略

二 有毒な、若しくは有害な物質が含まれ、若しくは付着し、又はこれらの疑いがある

もの。ただし、人の健康を損なうおそれがない場合として厚生労働大臣が定める場合に

おいては、この限りでない。

三 病原微生物により汚染され、又はその疑いがあり、人の健康を損なうおそれがある

もの。

四 略

第十一条 厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議会の意見を聴い

て、販売の用に供する食品若しくは添加物の製造、加工、使用、調理若しくは保存の方

法につき基準を定め、又は販売の用に供する食品若しくは添加物の成分につき規格を定

めることができる。

第二十六条 都道府県知事は、次の各号に掲げる食品、添加物、器具又は容器包装を発

見した場合において、これらを製造し、又は加工した者の検査の能力等からみて、その

者が製造し、又は加工する食品、添加物、器具又は容器包装がその後引き続き当該各号

に掲げる食品、添加物、器具又は容器包装に該当するおそれがあり、食品衛生上の危害

の発生を防止するため必要があると認めるときは、政令で定める要件及び手続に従い、

その者に対し、当該食品、添加物、器具又は容器包装について、当該都道府県知事又は

登録検査機関の行う検査を受けるべきことを命ずることができる。

一 第六条第二号又は第三号に掲げる食品又は添加物

二 第十一条第一項の規定により定められた規格に合わない食品又は添加物

三 第十一条第一項の規定により定められた基準に合わない方法により添加物を使用し

た食品

四 第十一条第三項に規定する食品

五 第十六条に規定する器具又は容器包装

六 第十八条第一項の規定により定められた規格に合わない器具又は容器包装

② 略



③ 略

④ 前三項の命令を受けた者は、当該検査を受け、その結果についての通知を受けた後

でなければ、当該食品、添加物、器具又は容器包装を販売し、販売の用に供するために

陳列し、又は営業上使用してはならない。

食品衛生法施行令第五条 法第二十六条第一項の規定による命令は、都道府県知事が同

項に規定する者に食品衛生上の危害の発生を防止するため必要な措置を講ずべき旨の通

知をした後において、二月を超えない範囲内で都道府県知事が定める期間内にその者が

製造し、又は加工する食品、添加物又は器具について、検査の項目、試験品の採取方

法、検査の方法その他厚生労働省令で定める事項を記載した検査命令書により行うもの

とする。

２ 法第二十六条第一項の規定により検査を受けようとする者は、厚生労働省令で定め

るところにより、都道府県知事又は登録検査機関に申請書を提出しなければならない。

３ 都道府県知事又は登録検査機関は、前項の申請書を受理したときは、検査命令書に

記載されたところに従い、試験品を採取し、検査を行うものとする。

第六条 法第二十六条第二項の規定により検査を受けようとする者は、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣又は登録検査機関に申請書を提出しなければならな

い。

２ 厚生労働大臣又は登録検査機関は、前項の申請書を受理したときは、検査命令書に

記載されたところに従い、試験品を採取し、検査を行うものとする。

第七条 前条の規定は、法第二十六条第三項の検査について準用する。

食品衛生法施行規則第二十七条 令第五条第一項の厚生労働省令で定める事項は、次の

とおりとする。

一 検査を受けるべき者の氏名及び住所（法人にあつては、その名称、主たる事務所の

所在地及び代表者の氏名）

二 検査を受けるべき製品の名称

三 製造所又は加工所の名称及び所在地

四 検査を受けるべき製品の製造又は加工の期間

五 検査を受けるべきことを命ずる具体的理由

第二十八条 法第二十六条第一項の検査の申請は、ロツトを形成する製品ごとに、次に

掲げる事項を記載した申請書を提出することによつて行うものとする。

一 申請者の氏名及び住所（法人にあつては、その名称、主たる事務所の所在地及び代

表者の氏名）

二 製品の名称

三 製造所又は加工所の名称及び所在地

四 製造又は加工の年月日

五 申請数量

② 前項の申請書には、令第五条第一項の検査命令書の写しを添えなければならない。

ただし、同一の命令につきすでに検査の申請を行い、検査命令書の写しが提出されてい

る場合は、この限りでない。

審 査 基 準 法令の定めによる



標準処理期間 総 期 間 日・月（注：休日は含まない。）

経由機関 日・月（ ）

協議機関 日・月（ ）

処分機関 日・月（ ）

処分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課 （電話番号：011-204-5261）

申 請 先 等 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課食品安全グループ （電話番号：011-204-5261）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-1.htm



（別表１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

（平成２８年１０月１日作成）

No.3

法 令 名 食品衛生法

根 拠 条 項 第５２条第１項

許 認 可 等 営業の許可

の 種 類

［営業施設の基準］

法令の定め 第５１条 都道府県は、飲食店営業その他公衆衛生に与える影響が著しい営業（食鳥処

理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第２条第５号に規定する食鳥処理の事業を

除く。）であって、政令で定めるものの施設につき、条例で、業種別に、公衆衛生の

見地から必要な基準を定めなければならない。

施行令

第３５条 法第５１条の規定により都道府県が施設についての基準を定めるべき営業

は、次のとおりとする。

一 飲食店営業(一般食堂、料理店、すし屋、そば屋、旅館、仕出し屋、弁当屋、レ

ストラン、カフエー、バー、キヤバレーその他食品を調理し、又は設備を設けて客

に飲食させる営業をいい、次号に該当する営業を除く。)

二 喫茶店営業(喫茶店、サロンその他設備を設けて酒類以外の飲物又は茶菓を客に

飲食させる営業をいう。)

三 菓子製造業(パン製造業を含む。)

四 あん類製造業

五 アイスクリーム類製造業(アイスクリーム、アイスシヤーベツト、アイスキヤン

デーその他液体食品又はこれに他の食品を混和したものを凍結させた食品を製造す

る営業をいう。)

六 乳処理業(牛乳(脱脂乳その他牛乳に類似する外観を有する乳飲料を含む。)又は

山羊乳を処理し、又は製造する営業をいう。)

七 特別牛乳搾取処理業(牛乳を搾取し、殺菌しないか、又は低温殺菌の方法によつ

て、これを厚生労働省令で定める成分規格を有する牛乳に処理する営業をいう。)

八 乳製品製造業(粉乳、練乳、発酵乳、クリーム、バター、チーズその他乳を主要

原料とする食品(牛乳に類似する外観を有する乳飲料を除く。)を製造する営業をい

う。)

九 集乳業(生牛乳又は生山羊乳を集荷し、これを保存する営業をいう。)

十 乳類販売業(直接飲用に供される牛乳、山羊乳若しくは乳飲料(保存性のある容器

に入れ、摂氏百十五度以上で十五分間以上加熱殺菌したものを除く。)又は乳を主

要原料とするクリームを販売する営業をいう。)



十一 食肉処理業(食用に供する目的で食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する

法律(平成二年法律第七十号)第二条第一号に規定する食鳥以外の鳥若しくはと畜場

法(昭和二十八年法律第百十四号)第三条第一項に規定する獣畜以外の獣畜をとさつ

し、若しくは解体し、又は解体された鳥獣の肉、内臓等を分割し、若しくは細切す

る営業をいう。)

十二 食肉販売業

十三 食肉製品製造業(ハム、ソーセージ、ベーコンその他これらに類するものを製

造する営業をいう。)

十四 魚介類販売業(店舗を設け、鮮魚介類を販売する営業をいい、魚介類を生きて

いるまま販売する営業及び次号に該当する営業を除く。)

十五 魚介類せり売営業(鮮魚介類を魚介類市場においてせりの方法で販売する営業

をいう。)

十六 魚肉ねり製品製造業(魚肉ハム、魚肉ソーセージ、鯨肉ベーコンその他これら

に類するものを製造する営業を含む。)

十七 食品の冷凍又は冷蔵業

十八 食品の放射線照射業

十九 清涼飲料水製造業

二十 乳酸菌飲料製造業

二十一 氷雪製造業

二十二 氷雪販売業

二十三 食用油脂製造業

二十四 マーガリン又はシヨートニング製造業

二十五 みそ製造業

二十六 醤しよう油製造業

二十七 ソース類製造業(ウスターソース、果実ソース、果実ピユーレー、ケチヤツ

プ又はマヨネーズを製造する営業をいう。)

二十八 酒類製造業

二十九 豆腐製造業

三十 納なつ豆製造業

三十一 めん類製造業

三十二 そうざい製造業(通常副食物として供される煮物(つくだ煮を含む。)、焼物

(いため物を含む。)、揚物、蒸し物、酢の物又はあえ物を製造する営業をいい、第

十三号、第十六号又は第二十九号に該当する営業を除く。)

三十三 缶詰又は瓶詰食品製造業(前各号に該当する営業を除く。)

三十四 添加物製造業(法第十一条第一項の規定により規格が定められた添加物を製

造する営業をいう。)

施行条例

第３条 法第５１条に規定する条例で定める基準は、次の各号に掲げる営業の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。

（１） 政令第３５条に掲げる営業（食品の自動販売機を設置して行う営業及び第３号

に掲げる営業を除く。）別表第４に掲げる基準

（２） 食品の自動販売機を設置して行う営業（政令第５条に掲げる飲食店営業、喫茶

店営業、乳類販売業及び氷雪製造業に限る。）別表第５に掲げる基準



（３） 自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定す

る自動車をいう。以下同じ。）を使用して行う営業 別表第６に掲げる基準

施行条例別表第４（第３条関係）

政令５条に掲げる営業（食品の自動販売機を設置して行う営業及び第３号に掲げる営

業を除く。）施設の基準

施行条例別表第５（第３条関係）食品の自動販売機を設置して行う営業施設の基準

施行条例別表第６（第３条関係） 自動車を使用して行う営業施設の基準

第５２条 前条に規定する営業を営もうとする者は、厚生労働省令の定めるところによ

り、都道府県知事の許可を受けなければならない。

② 前項の場合において、都道府県知事は、その営業の施設が前条の規定による基準に

合うと認めるときは、許可をしなければならない。ただし、同条に規定する営業を営

もうとする者が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の許可を与えないことが

できる。

一 この法律又はこの法律に基づく処分に違反して刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者

二 第５４条から第５６条までの規定により許可を取り消され、その取消しの日から

起算して２年を経過しない者

三 法人であって、その業務を行う役員のうちに前２号のいずれかに該当する者があ

るもの

③ 都道府県知事は、第１項の許可に５年を下らない有効期間その他の必要な条件を付

けることができる。

施行規則

第６７条 法第５２条第１項の規定による営業の許可を受けようとする者は、次に掲げ

る事項を記載した申請書に、営業設備の構造を記載した図面を添えて、都道府県知事

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市及び同

法第２５２条の２２第１項の中核市にあっては、当該指定都市又は中核市の市長。以

下同じ。）の許可を要するものについてはその営業所所在地を管轄する都道府県知事

に、保健所を設置する市の市長又は特別区の区長の許可を要するものについてはその

営業所所在地を管轄する市長又は区長に提出しなければならない。

一 申請者の住所、氏名及び生年月日（法人にあっては、その名称、主たる事務所の

所在地及び代表者の氏名）

二 営業所所在地

三 営業所の名称、屋号又は商号

四 営業の書類

五 営業設備の大要

六 法第５２条第２項各号のいずれかに該当することの有無及び該当するときは、そ

の内容

② 法第５２条第１項の規定による営業の許可を受けた者（次条から第７１条までにお

いて「許可営業者」という。）が、許可の有効期間満了に際し引き続き同一の営業の

許可を受けようとする場合にあっては、前項各号にかかわらず、申請書に左に掲げる



事項を記載するものとする。

一 前項第１号、第２号、第４号及び第６号に掲げる事項

二 現に受けている営業許可の番号及びその年月日

施行細則

第１９条 法第５２条第１項の規定による営業の許可の申請は、令第３５条各号の区分

ごとによるものとする。

２ 規則第６７条第１項の規定による申請書は、別記様式第１０号の食品衛生法による

営業許可申請書によるものとし、その提出部数は一通とする。

３ 規則第２０条第２項の規定による申請書は、別記様式第１０号の食品衛生法によ

る。

法令に定める他、次の通知等による。

審 査 基 準 ・食品衛生法施行細則取扱手続

昭和５２年６月１６日訓令第５号

・食品衛生法施行細則取扱手続の一部を改正する訓令

平成１２年３月２９日訓令第６号

・包装食肉販売に対する許可の取扱いについて

昭和４１年１１月１０日 環境第６０６１号 衛生部長通知

・包装食肉販売に対する許可の取扱いについて

昭和４８年２月２３日 食品第２４４号 衛生部食品衛生課長通知

・包装鮮魚貝類の取扱いについて

平成７年１１月２４日 食品第５３７号 保健環境部長通知

・「臨時営業等の取扱要綱」の一部改正について

平成１２年３月２７日 食品第２５９９号 保健福祉部長通知

・自動車営業の取扱いについて

平成１２年３月２７日 食品第２５９８号 保健福祉部長通知

標準処理期間 総 期 間 １５日 （注：休日は含まない。）

経由機関 日（ ）

協議機関 日（ ）

処分機関 １５日（ ）

処分担当課 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

申 請 先 等 各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課食品安全グループ （電話番号：011-204-5261）

備 考 許可の更新の申請にあっては、許可の有効期間が満了する１５日前までに申請してくだ

さい。１５日前までに申請されない場合には、許可の有効期間までに許可できないこと

があります。

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-1.htm



（別表１） 申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

（平成２８年１０月１日作成）

№90

法 令 名 食品衛生法施行令

根 拠 条 項 第１４条

許認可等の種類 食品衛生管理者等養成施設の登録

法 令 の 定 め 食品衛生法施行令
（養成施設の登録）
第十四条 都道府県知事は、法第四十八条第六項第三号の養成施設の登録を行う場
合には、入所の資格、修業年限、受講科目その他の事項に関し厚生労働省令で定
める基準に従い、行うものとする。

（登録の申請）
第十五条 法第四十八条第六項第三号の養成施設の登録を受けようとするときは、
その設置者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書をその施設の所在地
の都道府県知事に提出しなければならない。

食品衛生法施行規則
〔養成施設の登録の基準〕
第五十条 令第十四条（令第九条第二項において準用する場合を含む。）の厚生労
働省令で定める基準は、次のとおりとする。
一 学校教育法に基づく大学又は同法第百四条第四項第二号の規定により大学若
しくは大学院に相当する教育を行うと認められた課程を置く教育施設であるこ
と。

二 別表第十四の上欄の学科ごとに同表の下欄に掲げる科目を一科目以上履修さ
せ、その単位数の合計が二十二単位以上であること。

三 前号に掲げる科目及び別表第十五に掲げる科目を履修させ、その単位数の合
計が四十単位以上であること。

四 原則として法別表の第二欄に掲げる機械器具を用いて授業を行うものである
こと。

〔登録の申請〕
第五十一条 令第十五条（令第九条第二項において準用する場合を含む。）の申請
書には、次に掲げる事項を記載した書類を添えなければならない。
一 養成施設の名称及び所在地
二 養成施設の設置者の名称、所在地及び設立年月日
三 養成施設の長の氏名及び住所
四 教員の氏名、履歴及び担当科目並びに専任又は兼任の別
五 各年次における科目の履修に関する計画、単位数及び必修科目又は選択科目
の別

六 入学定員
七 入学資格及び時期
八 修業年限
九 教授用及び実習用の機械器具及び図書の目録
十 校地及び校舎の図面及び配置図
十一 学則
十二 その他参考となるべき事項

審 査 基 準 法令の定めによる

標準処理期間 総 期 間 日・月 （注：休日は含まない。）
経由機関 日・月 （ ）
協議機関 日・月 （ ）
処分機関 日・月 （ ）

処 分 担 当 課 保健福祉部健康安全局食品衛生課 （電話番号：011-204-5260）

申 請 先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-1.htm



（別表１） 申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

（平成２８年１０月１日作成）

№91

法 令 名 食品衛生法施行令

根 拠 条 項 第１８条

許認可等の種類 食品衛生管理者等養成施設の登録の取消し

法 令 の 定 め 食品衛生法施行令

（登録の取消し）

第十八条 都道府県知事は、登録養成施設が第十四条に規定する厚生労働省令で定

める基準に適合しなくなつたと認めるとき、又は次条の規定による申請があつた

ときは、その登録を取り消すことができる。

（登録取消しの申請）

第十九条 登録養成施設について、都道府県知事の登録の取消しを受けようとする

ときは、その設置者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書をその施設

の所在地の都道府県知事に提出しなければならない。

食品衛生法施行規則

〔登録の取消しの申請〕

第五十四条 令第十九条（令第九条第二項において準用する場合を含む。）の申請

書には、次に掲げる事項を記載した書類を添えなければならない。

一 登録の取消しを受けようとする理由

二 登録の取消しを受けようとする予定期日

三 在学中の生徒があるときは、その措置

審 査 基 準 法令の定めによる

標準処理期間 総 期 間 日・月 （注：休日は含まない。）

経由機関 日・月 （ ）

協議機関 日・月 （ ）

処分機関 日・月 （ ）

処 分 担 当 課 保健福祉部健康安全局食品衛生課 （電話番号：011-204-5260）

申 請 先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-1.htm



（別表１） 申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

（平成２８年１０月１日作成）

№92

法 令 名 食品衛生法施行令

根 拠 条 項 第２１条

許認可等の種類 食品衛生管理者等講習会の登録

法 令 の 定 め 食品衛生法施行令
（講習会の登録）
第二十一条 法第四十八条第六項第四号の講習会の登録を受けようとするときは、そ
の実施者は、厚生労働省令で定めるところにより、その講習会の実施地の都道府県
知事に登録の申請をしなければならない。

食品衛生法施行規則
〔講習会の課程の要件〕
第五十六条 法第四十八条第六項第四号の講習会の課程は、次に掲げる要件のすべて
に適合するものでなければならない。
一 別表第十六の一の項に掲げる科目及び同表の二の項から七の項までのいずれか
に掲げる科目を教授し、その時間数が同表に掲げる時間数以上であること。

二 講師は、学校教育法に基づく大学において前号の科目に相当する学科を担当し
ている者、国若しくは都道府県、保健所を設置する市若しくは特別区において食
品衛生行政若しくは食品衛生に関する試験業務に従事している者又はこれらの者
と同等の知識及び経験を有すると認められる者であること。

三 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校若しくは旧中等学校令に基
づく中等学校を卒業した者又は第四十八条各号に掲げる者で、法第四十八条第一
項の規定により食品衛生管理者を置かなければならない製造業又は加工業におい
て食品又は添加物の製造又は加工の衛生管理の業務に二年以上従事した者である
ことを受講資格とするものであること。

四 受講者に対し、講習会の終了に当たり試験を行うものであること。
② 前項第一号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者については、当該各号に定
める科目の受講を免除することができる。
一 学校教育法に基づく大学、旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）に基づく
大学又は旧専門学校令に基づく専門学校において、別表第十六の一の項に掲げる
科目と同等以上の科目を履修した者 当該科目

二 登録講習会の修了者 別表第十六の一の項に掲げる科目及び同表の二の項又は
三の項に掲げる科目の修了者にあつては、それぞれ同表の三の項に掲げる細菌学
実習又は同表の二の項に掲げる細菌学実習

〔講習会の登録の申請〕
第五十七条 令第二十一条の規定により登録の申請をしようとする者は、申請書に、
住民票の写し（法人にあつては、定款又は寄付行為及び登記事項証明書）及び次の
事項を記載した書面を添えて、当該登録に係る講習会の実施地の都道府県知事に提
出しなければならない。
一 講習会の実施者の氏名及び住所（法人にあつては、その名称、主たる事務所の
所在地及び代表者の氏名）

二 令第二十二条各号のいずれかに該当する事実の有無
三 法人にあつては、役員の氏名、住所及び略歴
四 講習会場の名称及び所在地
五 実習を行う場所の名称及び所在地
六 講習会の実施期間及び日程
七 受講予定人員
八 講習科目及び時間数
九 講師の氏名及び職業、その担当する講習科目並びに当該講習科目ごとの時間数

審 査 基 準 法令の定めによる

標準処理期間 総 期 間 日・月 （注：休日は含まない。）
経由機関 日・月 （ ）
協議機関 日・月 （ ）
処分機関 日・月 （ ）

処 分 担 当 課 保健福祉部健康安全局食品衛生課 （電話番号：011-204-5260）

申 請 先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-1.htm



（別表１付表） 標準処理期間未設定の理由

法 令 名 食品衛生法

根 拠 条 項 食品衛生法第２５条第１項

許認可等の概要 食品・添加物の検査

審査基準の設定 （１）設 定

状況 （２）未設定（未設定イ）

（３）未設定（未設定ロ・ハ）

標準処理期間未 現時点では、都道府県知事が検査を行う見込みはないため、標準処理期間を設

設定の理由 定しない。

【食品衛生法】

第二十五条 第十一条第一項の規定により規格が定められた食品若しくは添加物

又は第十八条第一項の規定により規格が定められた器具若しくは容器包装であ

つて政令で定めるものは、政令で定める区分に従い厚生労働大臣若しくは都道

府県知事又は登録検査機関の行う検査を受け、これに合格したものとして厚生

労働省令で定める表示が付されたものでなければ、販売し、販売の用に供する

ために陳列し、又は営業上使用してはならない。

【食品衛生法施行令】

第四条 法第二十五条第一項の政令で定める添加物はタール色素とし、その検査

を行う者は登録検査機関とする。

担 当 部 課 保健福祉部健康安全局食品衛生課



（別表１付表） 標準処理期間未設定の理由

法 令 名 食品衛生法

根 拠 条 項 食品衛生法第２６条第１項

許認可等の概要 検査命令に係る製品検査

審査基準の設定 （１）設 定

状況 （２）未設定（未設定イ）

（３）未設定（未設定ロ・ハ）

標準処理期間未 検査に要する期間は、対象食品、検査項目等により変動するため、一定の標準

設定の理由 処理期間を設定することが困難である。

【食品衛生法】

第二十六条 都道府県知事は、次の各号に掲げる食品、添加物、器具又は容器包

装を発見した場合において、これらを製造し、又は加工した者の検査の能力等

からみて、その者が製造し、又は加工する食品、添加物、器具又は容器包装が

その後引き続き当該各号に掲げる食品、添加物、器具又は容器包装に該当する

おそれがあり、食品衛生上の危害の発生を防止するため必要があると認めると

きは、政令で定める要件及び手続に従い、その者に対し、当該食品、添加物、

器具又は容器包装について、当該都道府県知事又は登録検査機関の行う検査を

受けるべきことを命ずることができる。

一 第六条第二号又は第三号に掲げる食品又は添加物

二 第十一条第一項の規定により定められた規格に合わない食品又は添加物

三 第十一条第一項の規定により定められた基準に合わない方法により添加物

を使用した食品

四 第十一条第三項に規定する食品

五 第十六条に規定する器具又は容器包装

六 第十八条第一項の規定により定められた規格に合わない器具又は容器包装

担 当 部 課 保健福祉部健康安全局食品衛生課
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